


１　意見募集実施の概要
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資料１ パブリックコメント手続き

札幌市高齢者支援計画2024（案）を公表し、市民の皆様からのご意見を募
集しました。

また、いただいたご意見を参考に、当初案を一部変更しました。

■ 募集期間
令和５年（2023年）12月21日～令和６年（2024年）１月25日

■ 意見提出者と提出方法

■ 項目ごとの意見件数と内訳



２　意見に基づく当初案からの変更点

３　意見の概要とそれに対する札幌市の考え方

拡大・強化
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市民の皆様からいただいたご意見をもとに、当初案から３項目修正いたしました。

いただいたご意見については、一部要約、分割して掲載しています。

意見の概要 札幌市の考え方

「ケアラー支援」について、家族全体を支援す
るという視点に賛成する。ケアラーは、配偶者だ
けでなく子ども・親・兄弟が看ている人もいるの
で、関わっている人それぞれの思いにも目を向け
て支援していけると良いと思う。それぞれの立場
で誰にも言えずに悩んでいる方がまだまだいると
実感している。

ケアラーとその家族が置かれている状況はさまざ
まであり、札幌市では、高齢福祉・障がい福祉など
各分野における家族介護者支援の充実に加え、関
係機関が家族全体を支援するという理解のもと、連
携して支援を行うことが重要と考えております。

本計画においても、介護に関する悩みや困り感を
家族で抱え込まないよう、気軽に相談できる地域の
相談支援体制の充実などに取り組んでまいります。

第１章 計画の策定にあたって　＜１件＞

該当箇所

本書 P.60

本書 P.120

認知症医療・支援体制の充実 認知症医療・支援体制の充実

福祉除雪の実施

認知症高齢者の増加や…充実を図ります。
認知症高齢者の増加や…充実を図ります。

自力で除雪が困難な一戸建て住宅の
高齢者や障がいのある方の世帯を対象
に、地域の協力を得ながら道路に面した
出入口部分等の除雪を支援します。

自力で除雪が困難な一戸建て住宅の
高齢者や障がいのある方の世帯を対象
に、地域住民や事業者などの協力を得
ながら道路に面した出入口部分等の除雪
を支援します。

本書 P.151

修正前

◆認知症と接したことがある
方が約半数

◆認知症の方と接したことが
ある方が約半数

認知症と接した経験 認知症の方と接した経験

経験内容（複数回答）

福祉除雪の実施

修正後
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意見の概要 札幌市の考え方

道内外からの転入高齢者は年々増加傾向にあ
り、その方の何割かは２・３年以内に認知症にな
ると講演で聞いた。私の認知症デイサービスでの
勤務経験からも確かだと思った。

転入者への対策として、ひとり暮らし高齢者の
転入手続きの際には、民生委員とつなげたり、近
くの介護予防センターのすこやか倶楽部の予定表
や災害時の避難場所シールなどを渡してはどう
か。私の転出元では、商店街の協力のもと町内地
図や避難場所、町の行事予定、JR 時刻表を掲載
したものが役場や商店で配架され、転入者に好評
だった。

“ 認知症と接した ” とあるが、“ 認知症の方と接
した ” の誤記ではないか。

認知症に関する偏見があることを実感している。
地域の理解が得られないため、住み慣れた地域に
暮らし続けることができない現状があるので、掲載
されている取組が推進されることを期待する。

札幌市では、住民登録の異動（転入）があった
70歳以上の方には、民生委員がご自宅を訪問して
世帯状況や緊急時の連絡先をお尋ねしております。

また、転入者を含め、高齢者向けに「シニア世
代の生活便利帳」という冊子を発行しており、そ
の中で認知症の方への支援や民生委員の巡回相
談、介護予防に関わる事業など、幅広く高齢の方
の生活に関わる事業をご案内しているほか、介護
予防センターのすこやか倶楽部の予定表や災害時
の避難情報につきまして、担当するそれぞれの機
関から配布しているところです。

今後も、転入される方を含め、高齢者が新しい
地域でも安心して生活できるよう、地域の関係機
関が連携を図りながら必要とされる情報の発信に
努めてまいります。

認知症と接した経験をお持ちの方の中には「自
身に認知症の症状がある」と回答された方が一部
含まれていたため、症状としての “ 認知症 ” を指
す意図で記載しましたが、意図が伝わりにくい表
記でした。

ご指摘を踏まえて “ 認知症の方 ” に改めるとと
もに、よりわかりやすい表記とするため、認知症
の方と接した経験の内容を示すグラフに別途タイト
ルを追加いたします。

市民一人ひとりが認知症を我が事としてとらえ
ることができるように市民理解を進め、認知症の
方が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことがで
きるように共生社会の推進に向けた取組を充実さ
せてまいります。

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題　＜４件＞
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意見の概要 札幌市の考え方

認知症の診断後支援には、介護保険と障がい福
祉の両方で関わってほしい。特に若年性認知症の
方には、診断後に離職を余儀なくされる方がまだ
多いので、離職後も毎日通える場として就労継続
支援 A 型や B 型といった福祉的就労の場が必要
になる。職場でのジョブコーチ支援とともに体制
をつくれないのか検討してほしい。

（同様の意見ほか１件）

基本目標に「希望」や「生きがい」を加えた点
を評価する。認知症基本法の理念も盛り込まれ、
高齢者や認知症の方ご本人を主体にした計画にな
っている。掲載されている取組が良いものになるよ
う期待している。ぜひ認知症の方などが実感でき
るよう取り組んでほしい。

若年性認知症の方と家族への支援として、札幌
市では「若年性認知症の人と家族への支援の手引
き」を作成し、就労支援等の情報についても周知
に努めております。また、若年性認知症従事者向
け研修を開催し、医療・介護・福祉の従事者を対
象に若年性認知症の就労支援の必要性を含めた知
識や支援方法に関する理解を深めていただくこと
で若年性認知症の方への支援の充実を図っている
ところです。

現行の障がい福祉制度においても、若年性認知
症と診断された場合は精神障害者保健福祉手帳等
の対象となり、離職後に就労継続支援事業所など
に通所できる可能性があります。また、ジョブコ
ーチによる職場定着支援に関しましては、本市で
は市内４か所に設置する就業・生活相談支援事業
所に配置したジョブサポーターによる職場定着支
援を行っており、ハローワークなどの関係機関と
連携し、若年性認知症の方と雇用する企業などへ
の支援に対応しております。

企業における若年性認知症への理解の促進を含
め、就労支援が重要であるため、診断後の医療・
介護・就労の切れ目のない支援を推進してまいり
ます。

令和５年６月に成立した「共生社会の実現を推
進するための認知症基本法」を踏まえ、認知症の
方が生きがいや希望を持って暮らすことができるよ
う、認知症の方の社会参加の機会の確保や権利利
益の保護を図るとともに、家族介護者を含めた早
期からの相談・支援体制の充実強化を図ってまい
ります。

併せて、新たな基本目標のもと、その他の取組
も着実に推進してまいります。

第４章　計画の基本目標　＜２件＞
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意見の概要 札幌市の考え方

「札幌市が目指す地域包括ケア、高齢者支援体
制」の概念図の中に「認知症疾患医療センター」
を入れてほしい。

「地域公共交通利用環境改善事業の実施」に
ついて、現在は車いすマークの掲示がないバスに
は車いすで乗車できないと聞いている。車いすで
乗車できるバスを増便してほしい。

「市民・企業との協働による砂まき活動を推
進」について、転倒防止のための砂をペットボト
ルに小分けにして箱に設置すれば、高齢者や子ど
もも利用できると思う。

高齢者支援体制の全体を表している概念図であ
り、認知症疾患医療センターや認知症サポート医
などの認知症医療・支援体制すべてを包含して掲
載しているものではありません。

札幌市が目指す認知症支援体制につきまして
も、わかりやすく周知するよう引き続き取り組んで
まいります。

札幌市では、バス事業者がノンステップバスを
導入する場合の経費について補助を行っておりま
す。

それぞれのバス事業者では、予め利用する便を
連絡することで、可能な限りバリアフリー車両を
配車しております。詳しくは各バス事業者にお問い
合わせください。

札幌市では、市内約1,700 か所に歩行者用砂箱
を設置しているほか、砂の減り具合を見て適宜補
充を行っており、日々多くの砂が必要となります。
このため、現状は生産性の高い砂袋（1.5kg また
は 3kg）での対応としており、製作に時間と労力を
要するペットボトルでの対応は難しいと考えており
ます。なお、砂箱用としては難しいものの、各区
の土木センターなど一部の公共施設では、携帯用
の砂入りペットボトルを設置しております。

今後も引き続き、砂まき活動の推進に取り組ん
でまいります。

第５章　施策の体系と展開 － 第１節 施策の体系　＜１件＞

第５章　施策の体系と展開 － 第２節 施策の体系　＜29件＞

視点１　安心して住み続けられる生活環境の整備　＜５件※＞
※　うち１件は視点４も含むもの
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意見の概要 札幌市の考え方

「福祉教育のための教材の作成・配布（福祉読
本など）」や「福祉教育への支援」の取組がある
が、小学校の福祉読本に認知症のことは掲載され
ているのか。

小学校としての認知症サポーター養成講座の受
講を提案しても、授業数や日程の確保が難しい学
校が多いので、福祉読本に認知症についての資料
を追加したり、受講をぜひ小・中学生に拡げたり
するなど、福祉教育の場面で認知症に触れる教育
を入れると良いと思う。教育委員会とも連携をとっ
て計画的に行ってほしい。

今後チームオレンジの取組を進めていくにあた
っても、将来の社会意識を変えていくことにもつな
がると思う。

（同様の意見ほか１件）

この計画には、平時だけではなく、災害発生時
の高齢者世帯等の救済策について、札幌市職員が
どのように関わるのかを示してほしい。

他市町村が行っているように、災害発生時には
予め市町村職員を地域ごとに複数人を張り付けて
置くというような、窓口体制の充実・強化を直ち
に行ってもらいたい。具体的には、地域住民の窓
口であるまちづくりセンターごとに複数人を張り付
けるなど “ 災害発生時には、札幌市職員が前面に
出て実務を行う ” という文言を入れるとともに、実
際の災害時には実行する体制づくり案を示してほ
しい。

要配慮者二次避難所（福祉避難所）に対し、厳
寒期や広範な災害に対応できるよう、必要な備蓄
品の支援などの予算措置を行ってほしい。

札幌市では、「心のバリアフリーガイド 分かり
やすい版」を作成し、市内小学校４年生に配布し
ております。その中では、認知症を含めお困りの
高齢者に対する配慮などについて記載しておりま
す。

また、小・中学校の教育の場で認知症に触れる
機会は重要であると考えており、学校にご協力い
ただき小学生・中学生向けの「認知症サポーター
養成講座」を実施し、当該講座の資料を副読本と
して活用しているところです。

これまでも、教育委員会などへ当該取組に関す
る周知を行っているところではありますが、今後も
継続して実施してまいります。

災害時の体制につきましては、高齢者を含む要
配慮者への支援をはじめ、避難者の支援、被害情
報の把握と応急対策など、災害発生時の緊急対応
全体を考慮しながら、職員の配置を検討してまい
ります。

備蓄物資につきましては、要配慮者二次避難所
を開設する際に必要個数を確認のうえ、札幌市が
提供するなど対応いたします。また、食糧や物資
などの調達に要した実費につきましては、札幌市
が負担いたします。
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意見の概要 札幌市の考え方

高齢者単身世帯や身体障がい者などを抱えた世
帯、老老介護の世帯などの方が福祉施設や介護施
設などのお世話になる場合の対応は、町内会長や
民生委員ができるものではなく、地域包括支援セ
ンターにお願いせざるを得ない。

そのため、地域包括支援センター機能の更なる
強化・充実を図って、速やかに対応できる体制を
整えてほしい。具体的には、「地域包括支援セン
ター機能強化」の中に “ 要介護者等の対応を速や
かに行う体制に整備する ” といった文言を入れて
もらいたい。

「要介護者等ごみ排出支援事業の実施（さわや
か収集）」について、この制度を知らずに施設へ
の入所を決断する方がいる。対象を拡げられない
か検討してほしい。

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステ
ムの中核機関として、地域の高齢者に対し必要な
介護サービスが提供されるよう適切な介護予防ケ
アマネジメントを実施しております。また、地域の
高齢者の心身の健康維持や保健・福祉・医療の
向上を図ることを目的として運営しており、地域の
ネットワーク構築や、権利擁護を含む総合的な相
談支援の実施、高齢者の状態変化に対応した長期
継続的な包括的・継続的ケアマネジメントの支援
を行っているところです。

今後もさまざまな事案に速やかに対応できるよ
う、継続して当該センターの機能強化に取り組ん
でまいります。

当該事業につきましては、「ごみ分けガイド」
やチラシ、「シニア世代のための生活便利帳」
「障がいのある方のための福祉ガイド」に掲載し
ているほか、ケアマネジャー向け情報誌への投
稿、出前講座の実施、札幌市ホームページなどで
周知しております。今後もこれらの周知を継続する
とともに、新たな周知方法を検討いたします。

また、当該事業は、ごみ出しが困難な高齢の方
や障がいのある方を対象に実施しております。ご
み出しが困難な心身の状態は一様ではなく、ま
た、ごみ出しの可否の判断も立場や考え方によっ
てさまざまであり、一定の客観的基準によらず、
その状態を個別に、もしくは主観的に判断するこ
とは非常に困難です。そのため、日常生活の状態
に関して国が定めた客観的基準である要介護認定
及び障害福祉サービスの障害支援区分を当該事業
の要件としているところです。現状の要件のほかに
客観的に判断できる基準が新たに生じた場合に
は、要件の拡大などにつきまして検討いたします。

視点２　地域共生社会の実現に向けた支援体制の充実・連携強化　＜３件＞
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意見の概要 札幌市の考え方

高齢化に伴い、福祉除雪事業の要望は大幅に増
えてきているが、実際の除雪作業を行う地域住民は
殆どいなくなってきている。地域住民の人力による
スコップ作業では無理なことがある。また、雪置き
場がなく小型ショベルカーと排雪用トラックの併用
による雪の搬出が必要なケースが増えてきている。

そのため、除雪事業を行っている事業者を積極
的に活用して、住民の生活通路を確保するように
してほしい。具体的には、「福祉除雪の実施」の
中に “ 除雪事業者の活用 ” という文言を入れても
らいたい。

「介護サポートポイント事業の実施」は、ボラ
ンティア側の高齢者にとっては介護予防と生きがい
づくりがねらいだが、介護スタッフの人材確保が
難しい状況下ではメリットが大きい。１人でも参加
できるボランティアを拡げてほしい。

こんなにたくさんの講座に目を通すだけでも大
変そうなので、例えば高齢者がわかりやすい区の
保健センターにパンフレットを手に取り、腰掛け
て、お茶でも飲みながらおしゃべりできるスペース
を設け、リーダー的な職員を配置してはどうか。
現状の多くは、パンフレットをただ並べて置いた
り、壁高く掲示されたりで高齢者には情報が届き
にくい。

当該事業では、地域協力員として、地域住民に加
えて企業や業界団体へも参加の呼びかけを行ってお
り、今後もこうした呼びかけを継続してまいります。

つきましては、計画本文を一部修正いたします。

札幌市では、当該事業を広く市民に周知するた
め、地下鉄や関係機関へチラシなどを配架してい
るほか、定期的に登録説明会を開催しております。

また、事業登録者に対するアンケート調査を毎
年実施しており、活動状況やニーズ、活動が困難
な理由などを把握し、事業運営の参考としている
ところです。

これらの取組により、引き続き事業登録者の拡
大に努めてまいります。

札幌市では、高齢者の交流機会の促進をはじ
め、各種相談、健康増進、介護予防等の場とし
て、各区で「老人福祉センター」を運営しており
ます。

また、地域高齢者の交流、レクリエーションな
どの場として「おとしより憩の家」を設置・運営し
ている地域住民団体を支援しているほか、地域の
住民同士が気軽に集う場として、住民主体の通い
の場の立ち上げを支援しており、引き続き高齢者
の交流の場を充実させてまいります。

視点３　高齢者がいつまでも自分らしく生活できる地域づくり　＜３件＞
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意見の概要 札幌市の考え方

有償ボランティアが介護保険や他制度の狭間の
支援を行うことで高齢者の生活が成立している実態
がある。他市では有償ボランティアに「一部型」と
「生活支援」として助成金制度がある。「訪問型
サービスＢ」（住民主体による支援）に対応する札
幌市の補助（助成）予算を組み込んで、事業が継続
できるように多様な団体を支援してほしい。

「認知症キャラバン・メイトの育成」につい
て、新規の養成も大切だが、既存のキャラバン・
メイトのフォローアップをお願いしたい。10年以
上前にキャラバン・メイト養成研修を受けている方
も多数いる。今年度から認知症サポーター養成講
座標準教材が更新されているが、養成研修での変
更点や、チームオレンジに向けた取組などを、認
知症サポーター養成講座でも伝えていけるようにで
きたら良いと思う。

チームオレンジのメンバーには、認知症介護指
導者やグループホームなどの介護事業所の職員、
病院の相談員、薬局の薬剤師、スーパーの店員、
成年後見人なども入ると、相談しやすくより良い
取組になると思う。

（同様の意見ほか１件）

「訪問型サービスＢ」は、介護予防・日常生活
支援総合事業における訪問型サービスの一類型と
して住民主体の自主活動として行う生活援助など
を位置づけるものですが、札幌市では実施してい
ないところです。地域における多様な主体によるサ
ービス提供やその支援のあり方について、ご意見
を今後の参考とさせていただきます。

なお、札幌市社会福祉協議会では、家事援助
や外出援助などを行う「地域支え合い有償ボラン
ティア事業」を実施しており、札幌市は当該事業
に対し事業費の一部を補助しております。

養成したキャラバン・メイトに対し、活動意向
確認調査を実施し、実態把握を行ったうえで、必
要な情報共有を行うなど、フォローアップの体制
づくりを検討してまいります。

チームオレンジは、オレンジコーディネーターが
地域の住民の方や事業者等との連携体制を構築す
る役割を担い、認知症の方や家族のニーズと支援
者をつなぐ仕組みです。多くの関係機関からのご
協力をいただき、認知症の方や疑いのある方が早
期にチームオレンジにつながり、認知症の方が住み
慣れた地域で安心して暮らし続けることができるま
ちづくりのために、チームオレンジの周知活動と関
係機関とのネットワーク構築を進めてまいります。

視点４　認知症施策の推進（認知症施策推進計画）　＜11件※＞
※　うち２件は、第５章 - 第２節 - 視点１も要素に含むものであり、それに対する本市の考え方は P.213 に併せて掲載
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意見の概要 札幌市の考え方

認知症診療を行う医療機関の中にチームオレン
ジの拠点を設けることができると、診断後の対象
者や継続受診を要しない軽度認知障害（MCI）の方
をチームオレンジの支援へつなぎやすいと感じる。

チームオレンジの取組に期待する。

「認知症に関する市民向け啓発の実施」につい
て、９月を認知症月間とし、図書館に認知症関係
の本を集めて展示し、市民に手に取って読んでも
らえるようにするのはどうか。または、他都市で行
われているが、９月21日にテレビ塔をオレンジ色に
ライトアップしてアピールするのはどうか。

「チームオレンジの体制整備」について、既に
展開されている地域での活動を参考に、まずは各
区にモデル地域を確立し、それらの取組を拡げて
いくことが着実な推進につながると思う。

認知症疾患医療センターの設置を進めて、認知
症医療の機能体制の構築を図っていくことは非常
に重要なこと。認知症疾患医療センターの設置と
適切な運用については「認知症医療・支援体制の
充実」の内容として記載するだけではなく、主な
取組として記載してほしい。

「認知症介護指導者の育成」について、人材育
成の取組が掲載されているが、近年は研修カリキュ
ラムが短くなっている。研修内容を補うためにも、
研修後のフォローアップの仕組みを考えてほしい。

認知症の診断直後の早期の段階からチームオレ
ンジの活動につながることができるよう、医療機関
から認知症の方や家族にチームオレンジの活動へ
の参加を勧めていただくほか、活動の場の提供な
どの協力が得られるように、医療機関に対するチ
ームオレンジの周知と理解を促進してまいります。

オレンジコーディネーターが中心となり、地域
のさまざまな機関と、認知症の方や家族でチーム
を作り「支援する人、される人」の関係を超えた
支え合い助け合いの地域共生社会の実現を推進し
てまいります。

認知症に関する市民向け啓発の実施につきまし
ては、これまで「世界アルツハイマーデー」である
９月21日ごろに「認知症の人を正しく理解する研修
会」を実施するほか、各区役所を含めてさまざまな
普及啓発イベントを行っております。今後もより、
広く市民に向けた普及啓発活動を行う必要があるこ
とから、さまざまな手法を検討してまいります。

チームオレンジの取組につきましては、令和６年
度から５つの区の地域包括支援センターにオレン
ジコーディネーターを配置し、モデル実施を行うこ
ととしており、先行的な取組を参考にするなど、チ
ームオレンジの体制整備を進めてまいります。

市内には多数の認知症診療を行う医療機関があ
り、認知症疾患医療センターの設置は、認知症医
療・支援体制の充実の一部の取組として進めるた
め、「認知症医療・支援体制の充実」の内容の
掲載としておりますが、新たな取組となるため、
拡大・強化 の取組として明記いたします。

現在、育成した認知症介護指導者を対象に、
認知症介護指導者会議を行い、各種研修の開催
状況や本市の認知症施策を共有する場を設けてお
ります。引き続き、認知症介護指導者同士の連携
や認知症施策の理解の推進を図れるようフォロー
アップを行ってまいります。
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意見の概要 札幌市の考え方

介護人材不足によるサービス低下がみられる。
小規模多機能型居宅介護の良さは、365日デイサ
ービスと宿泊、ヘルパー派遣を利用できるところ
だったのに、ヘルパー派遣や時間延長などができ
ない事業所が増えてきている。人材確保は大変だ
ろうが、支援が必要だと思う。

総合事業の事業所の経営を安定化させ、職員
の処遇改善を行うため、予算を抜本的に引き上げ
てほしい。

要介護者の負担が大きくなっているおむつサー
ビスを拡充してほしい。所得による制限等の導入
は慎重に行い、介護保険サービスの利用を控える
など、生活に影響が出ないようにしてほしい。

福祉関係や介護関係の実務従事者の賃金は、
重労働であるのに非常に安く、職場環境も劣悪な
所が多いと聞いており、積極的に従事しようとす
る人は稀だと思う。この対策として、早急にこれら
実務従事者の賃金を大幅に引き上げるとともに、
職場環境の改善を図る必要がある。そのためには
“ これら実務従事者の手取り賃金の実質的な増額
を図るとともに、職場環境を改善する ” といった
文言を入れるとともに、改善のための具体的な対
策を織り込んだものにしてほしい。

小規模多機能型居宅介護に限らず、介護サービ
スの安定的な運営のために事業者に適切な指導を
継続するとともに、介護職員の確保・定着支援、
介護現場の負担軽減、業務効率化の推進を図って
まいります。

事業所の経営の安定化や職員の処遇改善は、
質の高いサービスを安定的に提供するため重要と
考えます。一方、介護予防・日常生活支援総合事
業のうち事業所がサービスを提供する訪問型サー
ビス及び通所型サービスの単価は、市町村におい
て国が定める額を勘案して定めることとされてお
り、札幌市においては国が定める額と同額としてお
ります。単価の引き上げは、サービス利用者の負
担増にもつながることから、慎重な検討が必要と
考えます。

引き続き、国の動向も踏まえ、適切に対応して
まいります。

当該事業は、財源のすべてを第１号保険料によ
り賄っており、サービスの拡充に当たりましては、
その影響を考慮する必要があると考えております。
制度の持続可能性の観点も重要であることから、
今後の検討に当たりましては、それら双方の観点
を踏まえつつ、慎重にサービス内容を検討してま
いります。

介護従事者の賃金の原資となる介護報酬は国が
定めております。札幌市といたしましては、介護従
業者の処遇改善は質の高いサービスを安定的に提
供するために重要であると考え、これまでも国に
対して要望しているところです。引き続き国への要
望を継続するとともに、介護人材の定着や負担軽
減に資する取組を進めてまいります。

視点５　超高齢社会においても持続可能な制度運営　＜７件＞



219

意見の概要 札幌市の考え方

人材不足対策の強化を行ってほしい。急ぎ、人
材紹介会社に頼らざるを得ない状況を改善するた
めに、ハローワークなどの公的機関の機能を強化
してほしい。

「若年層に対する介護のイメージアップ啓発」
を進めてほしい。

ぜひ医療福祉系の大学や専門学校にアルバイト
掲示板を設け、多くの介護施設の情報を掲示して
ほしい。アルバイトを通じて大きな学びがきっとあ
ると思う。

第1～ 3段階の保険料の負担割合を下げる案に
賛同する。

今後も介護給付費準備基金を適正に活用し、年
金で暮らしている多くの高齢者の負担となる介護
保険料の引き下げを行ってほしい。

札幌市高齢者支援計画にとても興味があり読ん
だが、詳細な点までアンケート調査をしており感心
した。高齢者による高齢者の支援として自分に何
かできることがあるのかと考えている。健康寿命延
伸のために、支援計画が実り多いものになるよう
よろしくお願いしたい。

介護人材の確保は全国的な課題であるため、国
の機関であるハローワークや北海道と連携して支
援を進めているところですが、札幌市といたしまし
ても人材確保に向けた独自の取組や、国への支援
拡充の要望を継続してまいります。

ネガティブイメージが先行しがちな介護業務の
魅力・やりがいを正確に知っていただき、将来の
選択職業の１つとしていただくため、若年層への
介護啓発事業を継続するとともに、関係機関にも
情報発信を進めてまいります。

年金生活者が大半を占める高齢者、特に低所
得者層の保険料負担には配慮すべきと考えており
ます。一方で、介護サービスに要する費用は今後
も増加することが見込まれており、制度の持続可
能性の観点も重要です。

今後の検討に当たりましては、それら双方の観
点を踏まえつつ、介護給付費準備基金の活用など
により、保険料負担が過重とならないよう検討し
てまいります。

少子高齢化や超高齢社会の進展を踏まえ、従
来の「支える側」「支えられる側」の関係から、
住民の主体的な支え合いを育み生活に安心感と生
きがいを生み出す共生社会の実現に向け、取組を
着実に推進してまいります。

第７章　事業費の見込みと保険料　＜１件＞

その他　＜５件＞

（同様の意見ほか１件）
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意見の概要 札幌市の考え方

１つひとつの取組を組み合わせてより良い取組
としていくことが求められる。例えば、地域包括
支援センターが診療所に相談の場を設けたり、診
療所で認知症カフェを行ったりするなどの仕掛け
を検討していくと良い。

認知症は若年と老年に分けられない課題もある
ため、症状の現われ方や状況に応じて総合的に取
り組むように考慮してほしい。

新型コロナウイルスが５類に移行されたが、保
育園や幼稚園と高齢者施設の交流は復活したの
か。

異常な物価高騰に対する介護事業所への財政
支援を行ってほしい。

地域包括支援センターでは、地域の実情に応じ
て、市民にとって身近な場所における出張相談会
などを行っております。加えて、医療機関との連携
強化を進めることにより、支援が必要な方に対し
て切れ目なく支援を行うことができるよう体制構築
を図っております。今後も地域の社会資源などを
生かし、関係機関との連携強化を図ることで、高
齢者支援の体制強化を進めてまいります。

また、認知症の方が住み慣れた地域で安心して
暮らし続けることができるまちづくりのため、認知
症の方や家族と認知症サポーターを中心とした支援
をつなぐチームオレンジの体制を整備するとしてい
るところです。すでに各区や地域包括支援センター
のエリア内で行われている「男性介護者のつどい」
や「認知症カフェ」も活用しながら、より多くの認
知症の方、ご家族が参加できるよう活性化を図り、
チームオレンジの活動の場を設けてまいります。

今後もさまざまな取組をより効果的に実施でき
るよう努めてまいります。

若年性認知症の方特有の課題もあり、若年性認
知症の方に向けた取組も行っているところです
が、年齢はもとより、個々の認知症の方やご家族
の状況に応じた適切な保健医療サービスや福祉サ
ービスが切れ目なく支援できるよう取り組んでまい
ります。

各施設では、保育園などを含め地域との交流を
徐々に再開しておりますが、未だクラスターも発生
しているため、感染対策を継続し、地域との交流
を控えている施設もある状況です。

札幌市では、これまでも、国の補助を活用し、
介護保険施設などに財政支援を行ってまいりまし
た。今後も、国の財政措置があり次第、介護事業
所への財政支援を検討いたします。
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資料２ 各種実態調査の実施

本計画の策定に先立ち、高齢者の実態などを把握するため、各種調査を実施
しました。

< 調査の概要 >
高齢社会に関する意識調査

要介護（支援）認定者意向調査

介護保険サービス提供事業者調査

調査の目的

調査の目的

調査の目的

調査対象

調査対象

調査対象

回収状況

回収状況

回収状況

調査期間

調査期間

調査期間

調査方法

調査方法

調査方法

幅広い世代の方々の高齢社会に対する意識や高齢者福祉施策
全般に関する考え方を把握・整理する。

要介護等認定者について、在宅における介護保険サービスの
利用状況や家族による介護の状況などを把握する。

介護保険サービス事業者におけるサービスの提供の現状、今
後の見込み及び法人・団体の運営状況やサービス提供上の課
題等を把握する。

札幌市内に在住する 65 歳以上の市民 5,000 人、40 歳以上
64 歳以下の市民 1,500 人を居住区別の構成比に基づき無作
為抽出した計 6,500 人

要介護等認定者を受けている札幌市民から、要介護等状態区
分別、介護保険料の所得段階別、居住区別の構成比率に基づ
き無作為抽出した 5,000 人

札幌市内で指定、届出のある介護保険サービス事業所及びそ
の事業所を設置する法人・団体の計 4,797 か所

令和４年（2022 年）12 月１日～ 12 月 23 日

令和４年（2022 年）12 月１日～ 12 月 23 日

令和４年（2022 年）12 月１日～令和５年１月 13 日

郵送による調査票の発送・回収

郵送による調査票の発送・回収

事業所には電子メール、設置法人・団体には文書郵送による
依頼、インターネット上のフォームによる回答

有効回答数：3,303 件（50.8％）
・65 歳以上の有効回答数：2,731 件（54.6％）
・40 歳以上 64 歳以下の有効回答数：572 件（38.1％）

有効回答数：2,241 件（44.8％）

有効回答数：2,037 件（回収率 42.5％）
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資料３ 札幌市介護保険事業計画推進委員会における審議経過

本計画の策定に際し、被保険者の意見を反映させるため「介護保険事業計
画推進委員会」を設置し、令和３年（2021年）から令和６年（2024年）にかけて
計９回の委員会を開催し、協議しました。

開催回 開催日 議事概要

第１回

第２回

第３回

第４回

令和 3 年（2021年）

令和４年（2022年）

令和４年（2022年）

令和４年（2022年）

９月 14 日

２月１日
[ 書面会議 ]

6 月 9 日

10 月 25 日

１ 札幌市介護保険事業計画推進委員会について
２ 札幌市高齢者支援計画 2021 について
３ 札幌市の介護保険事業の現状、取組状況について
４ 地域密着型サービス事業者の指定状況について

１ 札幌市高齢者支援計画 2021 の進捗状況について
２ 次期計画策定に向けたアンケート調査の実施について
３ 地域密着型サービス事業者の指定状況について

１ 札幌市高齢者支援計画 2021 の進捗状況について
２ 次期計画策定に向けたアンケート調査の実施について
３ 地域密着型サービス事業者の指定状況について

１ 札幌市高齢者支援計画 2021 の進捗状況について
２ 次期計画策定に向けたアンケート調査の実施について

（主な意見）
・現場は大変な人手不足であり、市が人材のマッチング

や人材紹介の支援をしてほしい。
・男性介護者やヤングケアラーの課題にも焦点を当てて

ほしい。

（主な意見）
・認定率の高低が問題ではなく、必要な人が介護申請に

結び付き、認定を受けているかどうかが重要。
・介護認定の「申請しやすさ」も重要であり、市民への

制度や相談窓口の周知などが大事。

（主な意見）
・人材紹介会社抜きに介護職員の確保ができない実態。
・「介護の仕事をしてもよいと思う人がどれだけいる

のか」といった将来につながるデータがアンケート
調査で取れると良い。

（主な意見）
・市の施策に関するアンケート項目について、回答者に

設問の背景もわかるようにしたほうが良い。
・感染症対策の質問項目が加えられたのは良かった。
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第５回

第６回

第７回

第８回

第９回

令和５年（2023年）

令和５年（2023年）

令和５年（2023年）

令和５年（2023年）

令和６年（2024年）

６月 6 日

８月 22 日

10 月 23 日

11 月 29 日

３月 14 日

１ アンケート調査結果について
２ 令和６年度制度改正について
３ 札幌市高齢者支援計画 2024 策定に向けて

１ 令和４年度介護保険事業の実績について
２ 札幌市高齢者支援計画 2024 策定に向けて

１ 札幌市高齢者支援計画 2024（案）について
⑴ 計画の概要について
⑵ 介護保険サービスに係る推計、整備量等について

１ 札幌市高齢者支援計画 2024（案）について

１ 札幌市高齢者支援計画 2024（案）について

（主な意見）
・ 調査結果の数値の上下について、一概に「改善」や「悪

化」と解釈することはできないのではないか。
・調査結果の分析がどのように計画につながるのか、

わかりやすく示してほしい。

（主な意見）
・ボランティアをニーズと結びつけることが大切。
・地域活動に参加したい高齢者を活動に結びつけ、

役割を担う人に育ててほしい。

（主な意見）
・地域づくり活動に参加して良いと思っていてもどの

ように参加したら良いかわからない人に、具体的な
参加方法を示したほうが良い。

・インフォーマルな地域づくりの活動に一般市民がど
れだけ参加していくかがこれからの大きな課題。

（主な意見）
・施設の整備数と働く人材の確保に乖離があり、人材

不足が深刻。
・介護に対して若い人が目を向け、介護の仕事に対し

て親や周囲の理解が進む施策を進めてほしい。

（主な意見）
・ 計画や制度について、市民に理解してもらえるよう、

情報提供を工夫してほしい。
・他都市の好事例も参考にしながら、札幌市の高齢者

施策を考えてほしい。



224

資料４ 介護保険事業実績（平成12年度 (2000年度 ) ～令和５年度 (2023年度 )）

住民基本台帳人口（各月１日現在）

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

単位：人

単位：人

要介護等認定者数（各月末現在）

（次ページに続く）

（次ページに続く）
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住民基本台帳人口（各月１日現在）

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

（次ページに続く）

要介護等認定者数（各月末現在）

（次ページに続く）

単位：人

単位：人
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単位：人

住民基本台帳人口（各月１日現在）

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

（次ページに続く）

（次ページに続く）

単位：人

要介護等認定者数（各月末現在）
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住民基本台帳人口（各月１日現在）

要介護等認定者数（各月末現在）

（次ページに続く）

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

（次ページに続く）

単位：人

単位：人



228

住民基本台帳人口（各月１日現在）

要介護等認定者数（各月末現在）

（次ページに続く）

単位：人

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

（次ページに続く）

単位：人
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※　平成 27 年（2015 年）以降は国の介護保険事業状況報告による。
（次ページに続く）

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

（次ページに続く）

単位：人

単位：人

住民基本台帳人口（各月１日現在）

要介護等認定者数（各月末現在）
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住民基本台帳人口（各月１日現在）

要介護等認定者数（各月末現在）

※　平成 27 年（2015 年）以降は国の介護保険事業状況報告による。
（次ページに続く）

単位：人

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

（次ページに続く）

単位：人
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※　平成 27 年（2015 年）以降は国の介護保険事業状況報告による。

※　平成 23 年（2011 年）までは外国人住民を含まず、平成 24 年（2012 年）以降は外国人住民を含む。

（次ページに続く）

単位：人

単位：人

住民基本台帳人口（各月１日現在）

要介護等認定者数（各月末現在）
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まちづくりセンター所管区域別要介護等認定者数（令和５年（2023年）10月31日現在）
（中央区～厚別区）

（次ページに続く）
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まちづくりセンター所管区域別要介護等認定者数（令和５年（2023年）10月31日現在）
（豊平区～手稲区）

※　住所地特例の認定者もいるため、札幌市発表の統計資料と認定者数が一致しない。
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介護サービス利用者数

※　介護予防があるサービスについては、それぞれ介護予防を含む。

※　サービス利用者数【概数】は、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、

　　居宅介護支援、施設サービス利用者数【実数】の合計。

（次ページに続く）

単位：人

単位：人
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介護サービス利用者数

※　介護予防があるサービスについては、それぞれ介護予防を含む。

※　サービス利用者数【概数】は、特定施設入居者生活介護、居宅介護支援・介護予防支援、

　　小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

　　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、施設サービス利用者数【実数】の合計。

（次ページに続く）

単位：人

単位：人
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介護サービス利用者数

※　介護予防があるサービスについては、それぞれ介護予防を含む。

※　サービス利用者数【概数】は、特定施設入居者生活介護、居宅介護支援・介護予防支援、

　　小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

　　護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護（複合型

　　サービス）、施設サービス利用者数【実数】の合計。

（次ページに続く）

単位：人

単位：人
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介護サービス利用者数

※　介護予防があるサービスについては、それぞれ介護予防を含む。
※　サービス利用者数【概数】は、特定施設入居者生活介護、居宅介護支援・介護予防支援、
　　小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、
　　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護（複合型サー
　　ビス）、施設サービス利用者数【実数】の合計。

単位：人

単位：人
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介護サービス事業所数（各月１日現在）

注１　病院・診療所の「みなし指定」分を含まない。

注２　介護老人保健施設の「みなし指定」分を含む。

注３　短期入所療養介護の「みなし指定」の対象である、介護老人保健施設と介護療養型医療

施設の計。

※　「訪問リハビリテーション」・「居宅療養管理指導」については「みなし指定」の事業所のみ

で把握困難なため、省略。

※　介護予防サービスを含む（介護サービスと介護予防サービスの両方を実施している場合は、

１事業所として計上）。

（次ページに続く）

単位：事業所

単位：事業所
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介護サービス事業所数（各月１日現在）

注１　病院・診療所の「みなし指定」分を含まない。

注２　介護老人保健施設の「みなし指定」分を含む。

注３　短期入所療養介護の「みなし指定」の対象である、介護老人保健施設と介護療養型医療

　　　施設の計。

※　「訪問リハビリテーション」・「居宅療養管理指導」については「みなし指定」の事業所のみ

　　で把握困難なため、省略。

※　介護予防サービスを含む（介護サービスと介護予防サービスの両方を実施している場合は、

　　１事業所として計上）。

（次ページに続く）

単位：事業所

単位：事業所
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介護サービス事業所数（各月１日現在）

※　みなし指定の事業所を含まない。

※　介護予防サービスを含む（介護サービスと介護予防サービスの両方を実施している場合は、

　　１事業所として計上）。

（次ページに続く）

単位：事業所

単位：事業所
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介護サービス事業所数（各月１日現在）

※　「みなし指定」の事業所を含まない（注　医療機関のみなし事業所のみ除外）。

※　介護予防サービスを含む（介護サービスと介護予防サービスの両方を実施している場合は、

　　１事業所として計上）。

単位：事業所

単位：事業所
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資料５ まちづくりセンター所管区域別人口割合

まちづくりセンター所管区域別人口割合（令和５年（2023年）10月１日現在）
（中央区～厚別区）

資料：札幌市まちづくり政策局「住民基本台帳」（令和５年（2023 年）10 月１日現在）による

単位：上段：人、下段：％

（次ページに続く）
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まちづくりセンター所管区域別人口割合（令和５年（2023年）10月１日現在）
（豊平区～手稲区）

資料：札幌市まちづくり政策局「住民基本台帳」（令和５年（2023 年）10 月１日現在）による

単位：上段：人、下段：％
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まちづくりセンター所管区域別高齢化率（令和５年（2023年）10月１日現在）

資料：札幌市まちづくり政策局「住民基本台帳」（令和５年（2023 年）10 月１日現在）
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資料７ 介護サービス圏域別の地域密着型サービスの定員総数

地域密着型サービスのうち、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定
施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の介護
サービス圏域（行政区）別の定員総数は、下表のとおりです。

介護サービス圏域別の地域密着型サービスの定員総数

※　着工ベース

単位：床



資料８ 用語解説
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ＩＣＴ（アイ・シー・ティー）

アウトリーチ

インフォーマルサービス

ＡＩ（エー・アイ）

アセスメント

一般世帯

インフォメーション・アンド・コミュニケーション・
テクノロジー（Information and Communication 
Technology）の略。情報や通信に関連する科学技
術の総称。ＩＴ（インフォメーション・テクノロジー

（Information Technology））もほぼ同義として
用いられる。

▷ 本文脚注２（12 ページ）

▷ 本文脚注３（15 ページ）

ア ー テ ィ フ ィ シ ャ ル・ イ ン テ リ ジ ェ ン ス
（Artificial Intelligence）の略。人工知能。

本来の語義は査定、評価など。高齢者ケアの分野
においては、ケアマネジメントの過程の１つで、
高齢者一人一人の心身の状況や置かれている環境、
希望等から生活上の課題を分析すること。単に高
齢者の希望を聞き取るだけではなく、訴えの背景
や要因等を分析したうえで、高齢者本人が困った
状況を改善して望む生活をしたい（解決したい）
と自覚できるようにすることが必要とされている。

国勢調査における定義では、世帯は、「一般世帯」
と「施設等の世帯」に分かれ、このうち「一般世帯」
は、「住居と生計をともにしている人々の集まり」
または「一戸を構えて住んでいる単身者（単身の
住み込みの雇人は雇主の世帯に含める。）」もしく
は「下宿している単身者、会社・団体・官公庁な
どの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者」
のことをいい、「学生寮・寄宿舎の学生、病院・療
養所の入院者、社会施設の入所者などの世帯を除
くすべての世帯」である。

あ
ＮＰＯ（エヌ・ピー・オー）

オーラルフレイル

ノンプロフィット・オーガナイゼーション（Non-
Profit Organization）の略。営利を目的としない
各種の公益的活動を行う民間の組織・団体。

▷ 本文脚注 18（118 ページ）

介護医療院

介護サービス相談員

介護保険施設

介護支援専門員（ケアマネジャー）

長期にわたり療養が必要である要介護者に対し
て、療養上の管理、看護、医学的管理の下におけ
る介護、機能訓練その他必要な医療、日常生活上
の世話を行うことを目的とする施設。

サービスが提供されている場を訪れ、サービスを
利用する人などの話を聞き、相談に応じるなどの
活動を行う者。

介護保険で利用できる施設サービス。介護老人福
祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、
介護医療院の３種類がある。

要介護者等からの相談に応じて、適切なケアマネ
ジメントに基づき、必要なサービスが受けられる
ようケアプランを作成するとともに、サービス事
業者等と調整を行うなど、要介護者等が自立した
生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識、
技術を有するとして介護支援専門員証の交付を受
けた者。

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、理学
療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士な
どの実務経験があり、都道府県が実施する試験に
合格し、合格時の実務研修のほか、５年に一度の
更新時の研修などの受講が介護保険法により定め
られている。

か
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介護保険の第１号被保険者

介護保険の第２号被保険者

介護予防センター

介護離職

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設

管理栄養士

介護福祉士

介護予防

原則として市町村の住民のうち 65 歳以上の者。

原則として市町村の住民のうち 40 歳以上 64 歳
以下の医療保険加入者。

地域の高齢者やその家族に対し、地域包括支援セ
ンターと連携・協力して介護予防に関する総合的
な相談支援を行い、地域の福祉活動と連携した介
護予防教室の実施等の介護予防の普及啓発や、地
域の介護予防活動の支援を行う機関。

札幌市独自の機関として市内に 53 か所設置し、
事業の運営は法人に委託している。

就業者が家族の介護のために退職、転職すること。

老人福祉法に基づき設置されている特別養護老
人ホームであり、要介護者に対して、主に入浴・
排せつ・食事などの介護その他の日常生活上の世
話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行う
施設。

在宅復帰のために心身の機能の維持回復が必要
な要介護者に対して、看護、医学的管理下におけ
る介護、機能訓練その他必要な医療、日常生活上
の世話を行う施設。

国家資格。傷病者などに対して、療養のために必
要な栄養指導、個人の身体状況、栄養状況などに

国家資格。専門的知識及び技術をもって、身体上
または精神上の障がいがあることにより日常生活
を営むのに支障がある者に入浴、排泄、食事その
他の介護を行い、介護サービス利用者や介護者を
指導する専門職。

高齢者が要介護状態等になることをできる限り
防ぐこと、あるいは要介護状態等であっても、状
態がそれ以上に悪化しないようにすること。

機能訓練

応じた専門知識及び技術を要する健康の保持増進
のための栄養指導を行うほか、病院や福祉施設な
ど特定多数の人々に対して継続的に食事を提供す
る施設において、適切な給食栄養管理を行うため
の指導助言や調理業務に携わる者の栄養に関する
知識の向上、調理方法の改善などについて管理・
指導を行う者。

利用者の心身の状況などに応じて、日常生活を送
るために必要となる身体機能、生活機能を改善し、
またはその減退を防止するための訓練。

居宅介護支援・介護予防支援

ケアプラン

ケアマネジメント

グループホーム

居宅において日常生活を営むために必要な介護
保険の給付サービスなどを適切に利用できるよう、
要介護者等、あるいは家族の依頼を受けて、ケア
プランを作成するとともに、サービス事業者との
連絡調整などの支援を行うこと。

要支援・要介護に認定された高齢者の希望に添っ
た介護サービスを利用できるように、本人や家族
の心身の状況や生活の環境などに配慮し、利用す
る介護サービスの種類や内容を定めた「介護サー
ビスの利用計画」のこと。

要介護者等が自立した生活を行えるよう支援
する一連の過程であり、①初回面接②アセスメ
ント③ケアプラン原案の作成④サービス担当者
会議⑤モニタリング⑥評価の各過程において、

少人数の高齢者や障がいのある方などが、日常生活
等の援助を受けながら、共同で生活する施設（住居）。

介護保険法においては、要支援２・要介護１～５
の認定を受けた認知症の高齢者が共同の住居で生
活を営み、介護等を受けることを ｢認知症対応型
共同生活介護｣ として、地域密着型サービスに位
置づけている。高齢者が、この介護サービスを受
けながら共同で生活する住居を「（認知症高齢者）
グループホーム」と呼ぶ。この計画では、特に説
明がない限り、「グループホーム」とは ｢認知症対
応型共同生活介護｣ が行われる場として指定を受
けた住居を指す。
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健康寿命

ケアマネジャー 　 介護支援専門員

軽費老人ホーム

権利擁護

高額介護サービス費等

後期高齢者

公共的施設

口腔ケア

高齢化率

要介護者等や家族からの情報を把握し、サービス
事業者等との連絡調整を行う。

▷ 本文脚注４（25 ページ）

60 歳以上で、家庭環境、住宅事情等の理由により、
居宅において生活することが困難な方が入居する
施設。

自分の権利や援助のニーズを自ら表明すること
ができない者に代わって、その権利やニーズを表
明し権利を行使できるように支援すること。

サービスを利用して支払った利用者負担額が、一
定の上限額を超えた場合に支給される費用のこと。
上限額を超えた分が払い戻されることにより、利
用者負担の軽減が図られる。

高齢者（65 歳以上）のうち、75 歳以上の者。

福祉のまちづくり条例において、多数の人が利用
する施設を公共的施設として、規則で定めるもの。
建築物（学校、病院、映画館、集会場、百貨店、
事務所等）、道路、公園、路外駐車場がある。条例
では、高齢者や障がいのある方等が利用しやすく
するための基準を設け、新設等の際は、これを遵
守して整備を行うよう定めている。

狭い意味では、口腔の清掃をいうが、これに加え
て、歯石の除去、義歯の手入れ、摂食・咀嚼・嚥
下訓練まで含めて考えられる場合もある。誤嚥性
肺炎の予防や介護予防の視点からも大切なもの。

高齢者人口（65 歳以上人口）が総人口に占める
割合。

なお、明確な定義はないが、一般に高齢化率が
７％を超えた社会を「高齢化社会」、14％を超えた

高齢者

社会を「高齢社会」、21％を超えた社会を「超高齢
社会」と呼んでいる。

明確な定義はないが、わが国での高齢者福祉対象
者の年齢が 65 歳以上と定められている例が多く、
現在のところ、高齢者を「65 歳以上」として区分
するのが一般的となっている。

高齢社会対策大綱

個別避難計画

孤立死

国勢調査

高齢社会対策基本法に基づき、政府が推進すべき
基本的かつ総合的な高齢社会対策の指針として定
められたもの。人口の高齢化による経済社会情勢
の変化等を踏まえた見直しが行われ、平成 30 年

（2018 年）２月に新たに閣議決定された。

▷ 本文脚注９（38 ページ）

周囲との交流がなく、地域から孤立している状況
の中で、自宅等で誰にも看取られず独りで亡くな
り、死後、長期間放置されること。

日本に住んでいるすべての人及び世帯を対象と
する国の最も重要な統計調査。国内の人口や世帯
の実態を明らかにするため、５年ごとに実施。調
査結果は、政治・行政はもとより、民間企業や研
究機関などでも経営や研究などの基礎データとし
て幅広い用途に利用されている。

サービス付き高齢者向け住宅
住宅としての居室の広さや設備、バリアフリーと

いったハード面の条件を備えるとともに、ケアの
専門家による安否確認や生活相談サービスを提供
することなどにより、高齢者が安心して暮らすこ
とができる環境を整えた住宅。

高齢者住まい法改正により、平成 23 年（2011 年）
10 月に登録制度が創設された。

さ
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財政安定化基金

札幌市福祉のまちづくり条例

歯科衛生士

指定避難所

市民後見人

社会福祉士

在宅介護サービス

札幌市バリアフリー基本構想

▷ 本文脚注 19（156 ページ）

すべての市民が安心して快適に暮らせる人にや
さしいまちづくりのため、市、事業者、市民それ
ぞれの役割を定めるとともに、市の基本的施策や
公共的施設の整備について定めた条例。

虫歯や歯周病などの歯科疾患の予防及び口腔衛
生の向上を図ることを目的として歯科診療の補助
業務のほか、歯垢・歯石の除去や歯科保健指導を
行う国家資格の専門職。

▷ 本文脚注７（38 ページ）

弁護士や司法書士などの専門資格はもたないも
のの、社会貢献への意欲や倫理観が高い一般市民
で、成年後見に関する一定の知識や技術を身に付
けた、第三者後見人（候補者）等をいう。

国家資格。専門的知識及び技術をもって、身体上
もしくは精神上の障がいがあることまたは環境上
の理由により日常生活を営むのに支障がある者の
福祉に関する相談に応じ、助言、指導、福祉サー
ビスを提供する者、または医師その他の保健医療
サービスを提供する者、その他の関係者との連絡
及び調整その他の援助を行う者。

▷ 本文脚注 10（47 ページ）

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関
する法律」に基づき策定している行政計画。札幌
市では、当該計画に示す旅客施設、車両、道路、
公園、建築物などのバリアフリー化の方向性に基
づき、取組を実施することとしている。

社会福祉主事
福祉事務所現業員として任用される者に要求さ

れる資格（任用資格）。社会福祉各法に定める援護、
育成または更生の措置に関する事務を行う者。

社会福祉法人

住宅確保要配慮者

住民基本台帳

主観的健康観

主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー）

若年性認知症

社会福祉事業を行うことを目的として社会福祉
法に基づき設立された公益性が高い法人。

▷ 本文脚注 15（108 ページ）

住民の居住関係の公証、選挙人名簿への登録その
他の住民に関する事務の処理の基礎となるもの。
各市町村において、住民票を世帯ごとに編成して
作成され、各種行政サービスの基礎となっている。

医学的な健康状態ではなく、自らの健康状態を主
観的に評価する指標。死亡率や有病率等の客観的
指標では表せない全体的な健康状態を捉える健康
指標といえる。

介護支援専門員の実務経験が５年以上など、十分
な知識と経験を有し、かつ主任介護支援専門員研
修を終了した者で、他の介護支援専門員に対する
助言、指導などを行う。

地域包括支援センターには主任介護支援専門員
を配置することとされている。また、居宅介護支
援事業所の管理者は、主任介護支援専門員の配置
が義務づけられている（経過措置あり）。

５年に一度の更新時の研修の受講が介護保険法
施行規則により定められている。

64 歳以下で発症した認知症をいい、働き盛りの
世代に発症するため、本人だけではなく家族の生
活への影響が大きく、経済や就労等、高齢者とは
異なる課題への支援が求められている。

生涯学習

食生活改善推進員

学校における教育や学習にとどまらず、自らの意
思と選択によって、人生のあらゆる過程で、各人
の興味・関心や生活領域に応じ行われる、様々な
学習活動の総称。高齢者の生きがいづくりや社会
参加という意味からも、重要なものと考えている。

食生活を通じて、地域住民の健康づくりを支援す
る活動を行うボランティア。食生活改善推進員に
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生活支援コーディネーター

生活支援ハウス

生活習慣病

成年後見制度

政令指定都市

なるには、市町村が開催する「食生活改善推進員
養成講座」を受講することが必要。

介護保険制度では提供できない生活支援サービス
や介護認定を受ける前の段階の高齢者に対する生活
支援の充実を図るとともに、介護予防・日常生活支
援総合事業の担い手を確保するなど、地域で支え合
う体制づくりを推進する者。

原則として 60 歳以上で、高齢等のため居宅にお
いて生活することに不安のある方が入所する施設。

食事や運動・喫煙・飲酒・ストレスなどの生活習
慣が深く関与し、発症の原因となる疾患の総称で、
脳血管疾患、心疾患、動脈硬化症、糖尿病、高血
圧症、脂質異常症などがある。

判断能力の不十分な成年者（認知症、知的障がい、
精神障がいなどのある方）を保護するための制度。
家庭裁判所の審判による法定後見と本人が委託契
約を結んで行う任意後見があり、法定後見には本
人の判断能力に応じて、後見、保佐、補助の３類
型がある。後見人の主な業務は財産管理と身上監
護となっており、申立ては本人や、４親等以内の
親族等に限定されている。本人や親族の申立てが
できない場合等については、市長が申立てを行う
ことができる。

人口 50 万人以上の市で、地方自治法第 252 条の
19 の規定に基づき政令によって指定されたもの。

前期高齢者

全国健康福祉祭（ねんりんピック）

高齢者（65 歳以上）のうち、74 歳以下の者。

高齢者を中心とするスポーツ、文化、健康や福祉
の総合的な祭典の名称。国民の健康保持・増進、
社会参加、生きがいの高揚を図り、ふれあいと活
力のある長寿社会の形成に寄与するため昭和 63 年
(1988 年 ) に始まり、通常、毎年開催している。

ターミナルケア

団塊の世代

団塊ジュニア

終末期の医療・看護・介護。治癒の見込みがなく、
死期が近づいた患者に対し、延命治療中心でなく、
患者の人格を尊重した看護（ケア）中心の包括的
な援助を行うこと。

戦後、昭和 22 年（1947 年）から昭和 24 年（1949
年）のベビーブーム期に生まれた世代の通称。令
和７年（2025 年）には、その世代すべてが 75 歳
以上となる。

昭和 46 年（1971 年）から昭和 49 年（1974 年）
に生まれた、団塊の世代の子ども世代の通称。令
和 22 年（2040 年）には、その世代すべてが 65
歳以上となる。

単独ユニット

地域共生社会

地域ケア会議

認知症高齢者グループホーム事業所が１ユニッ
トのみで運営していること。

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」
という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主
体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超
えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと
生きがい、地域をともに創っていく社会。

高齢者が地域において自立した日常生活を営む
ことができるよう、高齢者個人に対する支援の充
実とそれを支える社会基盤の整備を行っていくた
めの手法の１つ。

平成 27 年度（2015 年度）から介護保険法に位
置づけられ、市町村は、介護支援専門員、保健医
療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生
委員その他の関係者、関係機関及び関係団体によ
り構成される会議を設置し、運営は地域包括支援
センターまたは市町村が行うこととされている。
　札幌市では、個別地域ケア会議、地区地域ケア
会議、区地域ケア推進会議、市地域ケア推進会議
の４つのレベルの会議を実施している。

た
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地域包括ケア

地域包括支援センター

地域密着型サービス

▷ 本文脚注１（２ページ）

地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定の
ために必要な援助を行うことにより、その保健医
療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するため
の機関。

保健師や社会福祉士、主任介護支援専門員を配置
し、地域の高齢者とその家族への総合的な相談支
援、高齢者の虐待防止などの権利擁護、介護支援
専門員への助言や地域の関係機関とのネットワー
ク構築を行う包括的・継続的なケアマネジメント
支援、要支援１・２の方、事業対象者の方の介護
予防ケアマネジメントなどの包括的支援事業や介
護予防支援などを実施する。

札幌市は市内に 27 か所設置しており、事業の運
営は法人へ委託している。

要介護者等の住み慣れた地域での生活を支える
ため、身近な市町村で提供されることが適当とさ
れる介護サービス。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型
訪問介護、地域密着型通所介護（定員 18 人以下の
通所介護）、認知症対応型通所介護、小規模多機能
型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（認知症
高齢者グループホーム）、地域密着型特定施設入居
者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護、看護小規模多機能型居宅介護（複合型
サービス）の９種類がある。

チームオレンジ
▷ 本文脚注 17（118 ページ）

出前講座（札幌市）

特定施設

特定施設入居者生活介護

市民と職員の直接対話事業。年度毎に各部局が選
定するテーマを「出前講座テーマ集」として公開し、
住民団体等は希望する出前講座のテーマを選び、
担当部局が講師を派遣する。令和６年度（2024 年
度）の高齢者福祉関連テーマは次のとおり。

・札幌市の高齢化の現状
・みんなで支える介護保険制度

有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホー
ムであって、本項後段で示す地域密着型特定施設
でないもの。指定基準を満たすことで、都道府県
介護保険事業支援計画で定める定員の範囲内で、
特定施設入居者生活介護事業所の指定を受けるこ
とができる。このうち、入居者が要介護者やその
配偶者などに限られているものが介護専用型特定
施設で、それ以外が混合型特定施設となる。

有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホー
ムであって、定員 29 人以下の介護専用型特定施設
は地域密着型特定施設といい、地域密着型サービ
スの指定を受けることができる。

指定を受けた有料老人ホーム等の特定施設に入
居する要介護者等について、能力に応じて自立し
た生活ができるように、ケアプランに基づき行わ
れる入浴、排せつ、食事などの介護その他の日常
生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行うこと。

一般型と外部サービス利用型に区分される。一般
型は特定施設の従業者が入居者に対するサービス
を提供し、一方、外部サービス利用型は、特定施
設の従業者がケアプランの作成、安否確認、生活
相談を行い、事業者の委託する居宅サービス事業
者がケアプランに基づき介護サービスを提供する。

認知症
いろいろな原因で脳の細胞が壊れてしまうこと

や、働きが悪くなることで、認知（記憶したり判
断したりする）機能が低下し、日常生活に支障を
きたす状態。

特別養護老人ホーム 　 介護老人福祉施設

な

地域支援事業
介護保険制度改正に伴い、平成 18 年度（2006

年度）から市町村による実施が規定された事業で、
被保険者が要介護状態等となることの予防や、要
介護状態等となった場合の軽減・重度化防止とと
もに、可能な限り地域において自立した日常生活
を営むことができるよう支援する事業。必須事業
である高齢者を対象とした「介護予防・日常生活
支援総合事業」、地域包括支援センターの設置・運
営などの「包括的支援事業」、市町村の判断で実施
する「任意事業」がある。
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認知症高齢者の日常生活自立度

認知症サポート医

認知症サポーター

認知症キャラバン・メイト

認知症コールセンター

介護保険制度の要介護等認定で用いる指標の１
つで、認知症高齢者の日常生活における自立度を
客観的、かつ、短時間で判断できるように作成さ
れたもの。自立、Ⅰ、Ⅱ a、Ⅱ b、Ⅲ a、Ⅲ b、Ⅳ、
Ｍの８段階があり、それぞれ判断基準が定められ
ている。

厚生労働省の定める「認知症サポート医養成研
修」を修了した医師をいう。認知症患者の診療に
習熟し、「かかりつけ医認知症対応力向上研修」の
企画・立案や、かかりつけ医への助言を行うとと
もに、専門医療機関や地域包括支援センター等と
の連携の推進役等を担う。

▷ 本文脚注 14（64 ページ）

認知症に関する一定以上の知識を有し、「キャラ
バン・メイト養成研修」を修了した者をいう。ボ
ランティアとして、市町村や職域団体などと協働
で、地域住民、学校、職域等を対象とした認知症
に関する学習会「認知症サポーター養成講座」を
開き、講師役となって認知症サポーターの育成を
行う。また、「認知症になっても安心して暮らせる
まちづくり」に向け、関係機関等への働きかけ、
協力・連携体制づくりなどのネットワーク化を推
進していくことも期待されている。

▷ 本文脚注 12（62 ページ）

ねんりんピック 　 全国健康福祉祭

ノンステップバス

バリアフリー

乗降口の段差をなくすほか、車内の手すりや通路
幅などにユニバーサルデザインの考え方を取り入
れたバス。

高齢者や障がいのある方等が日常生活や社会生
活を営むうえで障壁（バリア）となるもの（物理的、
制度的、文化・情報面、意識上の障壁）を解消す
ること。

福祉のまち推進事業

福祉有償運送

福祉用具

誰もが安心して暮らせる地域福祉社会の実現を
目指し、幅広い市民の参加による地域福祉活動を
推進する事業。市民による自主的な福祉活動を行
う組織として、おおむね連合町内会単位ごとの市
内 89 か所に「地区福祉のまち推進センター」が設
置されており、高齢者や障がいのある方などを対
象とした見守り・安否確認やサロンなどの多様な
活動が行われている。

地区福祉のまち推進センターが積極的に活動を
展開することができるよう、各区社会福祉協議会
が活動支援やボランティア活動の振興を図ってい
る。

公共交通機関（地下鉄、電車、バス、タクシー等）
を単独で利用することが困難な障がいのある方な
どに対し、ＮＰＯ法人等の非営利法人が営利とは
認められない範囲の料金で、自家用自動車等を使
用して行う有償運送サービス。

高齢者や心身に障がいのある方が自立した生活
を営むために機能や能力を補助、介助する人々の
負担を減らすために用いる用具の総称。

認知症高齢者グループホーム 　 グループホーム

徘徊認知症高齢者 SOS ネットワーク
▷ 本文脚注 13（63 ページ）

は

フレイル

フレイル関連リスク

▷ 本文脚注５（28 ページ）

▷ 本文脚注６（28 ページ）
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保険者機能
介護サービス基盤の整備に加えて、地域支援事業

等を推進し、高齢者の自立支援、重度化防止、介
護予防等に必要な取組を行い、地域包括ケアシス
テムを深化していく、市町村が介護保険の保険者
として担う役割のこと。

有料老人ホーム

ユニット型施設

ユニットケア

ユニバーサルデザイン

要介護度（要支援１～要介護 5）

養護者

養護老人ホーム

要配慮者

要配慮者二次避難所（福祉避難所）

リビング・食堂などの共用スペースの周囲に個室
を配置し、10 人程度の少人数を生活単位（ユニッ
ト）として介護を提供する形態の施設。

入浴、排せつもしくは食事の介護、食事の提供ま
たはその他日常生活上必要なサービスを提供する
老人を対象とした入居施設。

特別養護老人ホーム等において、10 程度の個室
やリビング・食堂などの共用スペースを１つの生
活単位（ユニット）として、少人数で家庭的な環
境の中で自立的生活を支援するケアの形態。

文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異
や障がい・能力を問わずに利用できるよう配慮さ
れた設計（デザイン）。

要介護等認定においては、心身の状態によって、
軽い方から要支援１・２、要介護１～５の区分が
設定される。

高齢者虐待防止法では「高齢者を現に養護する者
であって養介護施設従事者等以外のものをいう」
と定義づけられている。具体的な行為として、金
銭の管理、食事や介護などの世話、自宅や自室の
鍵の管理など、高齢者の生活に必要な行為を管理、
提供している人を指す。

原則として 65 歳以上の方で、環境上の理由及び
経済的理由により、居宅において養護を受けるこ
とが困難な方が入所する施設。

▷ 本文脚注 16（108 ページ）

▷ 本文脚注８（38 ページ）

まちづくりセンター

民生委員

地域の課題解決やコミュニティの活性化、ネット
ワークづくりに向けた取り組みのお手伝いなど、
さまざまなまちづくり活動を支援する地域の拠点
として市内 86 か所に設置。

民生委員法に基づき、社会奉仕の精神をもって、
常に住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助
を行うことなどにより、社会福祉の増進に努める
民間の奉仕者。都道府県知事または政令指定都市
もしくは中核市の長の推薦により、厚生労働大臣
が委嘱する。

ま

や
保健師

国家資格。多くは公的機関である保健所や市町村
に勤務し、地域で生活する個人・家族・集団を対象
に、健康の保持増進、疾病予防、療養上の相談、健
康相談、健康教育、社会復帰のための援助など、医
療福祉に従事する方たちと連携・協力しながら、地
域住民の健康づくりなど幅広い保健活動を行う者。
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理学療法士（ＰＴ）

老人クラブ

老人の日（敬老の日）

リハビリテーション

レスパイト

国家資格。ケガや病気、加齢等により身体機能が
低下した人や障がいのある方に対して、座る、立つ、
歩く等の基本的動作能力の回復や障がいの悪化予
防を目的に、理学療法（体操や運動等の運動療法や、
温熱、電気等の物理療法）を用いて、自立した日
常生活が送れるよう支援するリハビリテーション
の専門職のこと。

地域を基盤として高齢の方が自主的に集まって
活動する組織。主に、おおむね 60 歳以上の方が対
象となり、仲間づくりを通して、趣味やレクリエー
ションなどの「生活を豊かにする活動」や、ボラ
ンティア活動、友愛活動などの「地域を豊かにす
る社会活動」に取り組んでいる。

昭和 22 年（1947 年）に、兵庫県間谷村（現多
可町）で行われた敬老行事をきっかけとして、９
月 15 日を「としよりの日」とする県民運動が開始
された。「としよりの日」は後に「老人の日」を経
て昭和 41 年（1966 年）に国民の祝日である「敬
老の日」へと発展。

なお、国民の祝日に関する法律の改正により、平
成 15 年（2003 年）から「敬老の日」を９月の第
３月曜日に変更するにあたり、老人福祉法を改正
して、９月 15 日を「老人の日」とした。

能力障がいあるいは社会的不利を起こす諸条件
の悪影響を減少させ、障がいのある方の社会参加
を実現すること。

また、狭義のリハビリテーションとしては、治療
段階を終えた疾病や外傷の後遺症を持つ人に対し
て、医学的・心理学的な指導や機能訓練を施すこ
とをいう。

▷ 本文脚注 11（55 ページ）

ら


